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投資から回収へ事業構造を転換、収益性回復に向けた非収益部署の廃止に関するお知らせ 
 

当社は、平成28年９月30日に開催した取締役会において、IoTソリューション事業の成長加速に向けて事業構

造を転換するため、非収益部署の廃止について決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． IoTソリューション事業における事業再編について 

 当社の中核事業である IoTソリューション事業では、多くの国内外の顧客で当社 IoTソリューションの採用が

始まっており、今後も顧客層が急速に広がっていくと考えております。しかしながら、国内においては、家電製

品等を製造するメーカーが減少しつつあり、それに伴い国内の生産も減少していることから、当社では、国内に

おいてすでに当社 IoT ソリューションの採用を検討している顧客以外の新規顧客を確保するための営業活動に

対するコストを見直すこととし、国内の新規顧客を開拓する営業活動を行っていた国内営業部門を廃止し、国内

においてすでに当社 IoTソリューションの採用を検討している顧客に関しては開発スタッフが対応し、新規顧客

を確保するための営業活動に関しては海外在住の営業スタッフによる海外顧客向け営業活動に注力することと

いたしました。 

 

また、これまでは IoT 市場が黎明期であることもあり、IoT を活用するソリューションが創出されていな

かったことから、当社では、各種業界向けに試行錯誤しながら製品の設計、製造を実施し、また様々な業種

向けのサービスを手探りで単独で企画してまいりました。しかしながら、現在ではすでに様々な業種のメー

カーにおいて当社 IoT ソリューションの採用が進んできたことから、当社単独で製品やソリューションの開

発を進めるより、それぞれの業界で実績のある顧客の製造ノウハウや各種業界のノウハウ等を活用すること

で、納期の短縮や更なる競争力のあるサービスの提供が早期に実現でき、その結果、今まで以上に収益の拡

大に供することができると判断したことから、試行錯誤や手探りで製品やソリューションを製造及び企画す

る製造・企画部門を廃止することといたしました。 

 

今後は、当社 IoT ソリューションを採用し始めた様々な業種の国内外の顧客と密に連携した委託開発事業

等により次世代の IoT ソリューションを実現し、より迅速に収益性を確保することで、今後の IoT ソリュー

ション事業の成長を加速させることが可能になると考えております。なお、国内営業及び製造・企画部門に

おいて、海外在住の海外営業部門又はアプリケーションやファームウェア、サーバー等の開発部門への配置

転換を望まないスタッフについては、各人が新たな活躍の場を見つけられるよう支援してまいります。 

 

 廃止対象となる部門の概要は以下の通りです。 

(ア) 対象部門： 当社 IoTソリューション事業における国内営業及び製造・企画部門 

(イ) 当該部門の従業員数： 23名 
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なお、上記（イ）における廃止対象部門における従業員 23 名は、IoT ソリューション事業全体の従業員数

47 名の 49％となります。 

 

２． 今後の見通し 

本件が平成 28 年 12 月期の当社グループ連結業績に与える影響は現在精査中であります。 

今後本件による費用計上等が発生し、当社グループの連結業績に大きな影響を与えることが判明した場合

は、速やかに開示いたします。 

また、来期以降の当社グループ連結業績に与える影響につきましても現在精査中でありますが、非収益部

門の廃止に伴う固定費等の削減効果が見込めると考えており、開示すべき事項が発生した場合は、速やかに

開示いたします。 
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